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平成２７年度９月補正予算案主要事項説明

環境部

事 業 名 自立型再生可能エネルギーシステム導入支援事業費

予 算 額 ３２，０００千円 新規・継続の別 新規

１ 目 的

「再生可能エネルギーの導入等の促進に関する条例」の制

定を踏まえ、自立型再生可能エネルギー設備等を導入する事

業者への支援及び府民・事業者への普及を促進する人材を育

成する。

２ 事業概要

事 業 内 容

(1) 自立型再エネ設備等導入事業者への助成 30,000千円

目 的 ・対象者

対 象 エネルギーの自立的利用を目的として、再生可能エネ

方法等 ルギー設備等を新設・増設する中小企業（資本金１億

円以下）等

・対象設備

再生可能エネルギー設備及び効率的利用設備（ＥＭＳ

又は蓄電設備）

・補助率

１／３（上限5,000千円）

(2) 府民・事業者への普及促進のための人材育成 2,000千円

担当課・担当名 エネルギー政策課 再生可能エネルギー担当 課･担当 075-414-4297
エネルギーマネジメント担当 電話番号

環境－１



平成２７年度９月補正予算案主要事項説明

環境部

事 業 名 地域エネルギー自立ネットワーク推進事業費

予 算 額 ２，５００千円 新規・継続の別 新規

１ 目 的

府内のエネルギー自立化を促進するため、各地域が連携し

たエネルギー創出・供給体制の構築に向けた調査を実施す

る。

２ 事業概要

事 業 内 容 (1)エネルギー需要・供給可能な地域資源の調査

地域のエネルギー需要の把握と再生可能エネルギー等の

目 的 供給見込等の調査

対 象

方法等 (2)供給可能なサービスの調査

電力供給とスマートメーター等ＩＣＴを活用した地域住

民に役立つサービスに関する調査

(3)事業・運用体制の調査

電力供給と住民向け情報サービスを一体的に行う事業体

に関する事業性や経営体制の調査

担当課・担当名 エネルギー政策課 再生可能エネルギー担当 課･担当
075-414-4297

エネルギーマネジメント担当 電話番号

環境－２



平成２７年度９月補正予算案主要事項説明

環境部

事 業 名 「森の京都」新規国定公園事業費

予 算 額 ２４，０００千円 新規・継続の別 新規

１ 目 的

由良川・桂川上中流域の新規国定公園指定に合わせ、芦生

原生林の保全・適正利用の促進及び多言語案内板等インフォ

メーション機能を整備する。

２ 事業概要

事 業 内 容 (1) 適正利用に向けた検討委員会の設置等

・芦生原生林の保全及び適正利用に向け、先進地の実践者も

目 的 交えた検討会を設置

対 象 ・入山ルールや遭難事故防止等の指導を行う｢里山レンジャー

方法等 （仮称）」の設置に向けた検討

(2) インフォメーション機能の整備

・ 多言語案内板設置

公園内のビューポイントに府内産木材を活用した案内板

を設置（10箇所）

・ インフォメーション施設の設置（２箇所）

公園に関する情報提供を行う案内コーナーを設置

（美山町自然文化村河鹿荘、道の駅美山ふれあい広場）

担当課・担当名 自然環境保全課 自然公園担当 課･担当 電話番号 075-414-4378

環境－３



平成２７年度９月補正予算案主要事項説明

環境部

事 業 名 下水道資源利用促進構築事業費

予 算 額 １０，０００千円 新規・継続の別 新規

１ 目 的

再生可能エネルギー熱である下水熱の民間利用を促進する

ための仕組みづくりを行う。

２ 事業概要

(1) 熱量調査

事 業 内 容 処理場及び幹線管渠の状況調査を行い、利用可能な下水

熱量を算出

目 的

対 象 (2) 利用見込調査

方法等 周辺地域における利用可能施設や、必要設備の検討、コ

スト試算等

(3) 効果測定

ＣＯ２削減や近隣地域の活性化の効果を測定

担当課・担当名 水環境対策課 管理担当 課･担当電話番号 075-414-5206

環境－４


